
 

 

 

 

 

「いわて気候非常事態宣言」を発表してから、１年が経過します。 

 

昨年は、全国的に年間を通して気温の高い状態が続き、県内においても、大船渡の

年平均気温が 12.5℃と観測史上１位タイとなり、盛岡と宮古でも史上２位の値を記

録しました。 

産業分野においては、サンマの漁獲量が過去最低となり、秋サケの漁獲量も過去最

低水準となる見込みであり、海水温の上昇による影響で海洋環境が変化し、近年の不

漁につながっているという指摘もあります。また、夏の高温により、りんごの日焼け

が生じるなど、気候変動により私たちの生活や事業活動に影響が出ています。 

 

気候変動に対応するために、世界各国が脱炭素社会を目指し取り組みを加速してい

ます。昨年 10 月には、気候変動について話し合われる気候変動枠組条約締約国会議、

いわゆるＣＯＰ２６がイギリスのグラスゴーで開催され、各国が気温の上昇を 1.5℃

に抑えるための努力を追求することで合意しました。私たちも、地方から率先して取

り組んでいく必要があります。 

 

このＣＯＰ２６に合わせて、世界各国の多くの若者が気候危機に対して声を上げ、

日本でも、若者たちによる気候変動対策の必要性を訴える集会が多数開かれました。

県内でも、高校生が再生可能エネルギーの導入拡大を求めて署名活動を行うなど、若

い世代を中心とした方々が、気候変動に対し高い関心を持ち、主体的に考え、行動を

始めています。 

 

県としては、私から令和４年度当初予算「コロナ禍を乗り越え復興創生をデジタル・

グリーンで実現する予算」を議会に提案しており、くらし、産業、地域の省エネルギ

ー化や再生可能エネルギーの導入に向けた取り組みを拡充するほか、水素の利活用の

実証など、新たな取り組みも進める内容としています。 

県民の皆さんにも、経済社会活動や生活様式の変革など、あらゆる面において、気

候変動を自分のこととしてとらえ、覚悟をもって行動することにより、さらに取り組

みを加速させることが求められています。 

 

「温室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼロ」の達成に向けて、そして持続可能な社

会の実現に向けて、オール岩手で気候変動対策を進めていきましょう。 

 

（令和４年２月 16 日発表） 

 


